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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第２四半期
累計期間

第54期
第２四半期
累計期間

第53期

会計期間
自　平成26年９月１日
至　平成27年２月28日

自　平成27年９月１日
至　平成28年２月29日

自　平成26年９月１日
至　平成27年８月31日

売上高 （百万円） 110,379 111,441 226,124

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △764 △48 1,225

四半期（当期）純損失（△） （百万円） △926 △136 △6,346

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 25,975 25,975 25,975

発行済株式総数 （株） 77,912,716 77,912,716 77,912,716

純資産額 （百万円） 42,002 36,223 36,586

総資産額 （百万円） 119,954 105,517 106,241

１株当たり四半期（当期）純損

失（△）
（円） △11.90 △1.76 △81.46

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 35.0 34.3 34.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △7,826 △4,786 681

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △221 174 △238

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 5,381 2,264 △2,711

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 3,826 1,877 4,224

 

回次
第53期

第２四半期
会計期間

第54期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成26年12月１日
至　平成27年２月28日

自　平成27年12月１日
至　平成28年２月29日

１株当たり四半期純利益 （円） 3.20 10.12

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第53期第２四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を１社有しております

が、利益基準及び剰余金基準からみて重要性が乏しいため記載を省略しております。

４．第54期第２四半期累計期間及び第53期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため

記載しておりません。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第２四半期累計期間（平成27年９月１日から平成28年２月29日まで）におけるわが国経済は、緩やかな景気の

回復基調が続いております。企業収益及び雇用・所得の環境は改善が続いており、個人消費は総じてみれば底堅い

動きとなっております。

　当家電小売業界における売上は、理美容家電が好調に推移したことに加え、冷蔵庫、洗濯機、掃除機等の家庭電

化商品が堅調に推移したものの、デジタルカメラ、ＰＣ本体等が低調であったため、総じてやや低調に推移しまし

た。

　このような状況の中、「お客様第一主義を実践し、最高のサービスをお客様に提供することで社会に貢献する」

の企業理念のもと、「より豊かな生活を提案する」ことで、地域の皆様から最も身近に親しまれ必要とされるコジ

マを目指しております。また、生産性の向上と持続的成長のためビックカメラとの統合効果を最大限に発揮すべ

く、接客力の向上、専門性の向上、アフターサービスの強化に努め、インターネット通販システムの刷新及び物流

改革に取り組んでおります。

　店舗展開におきましては、「コジマ×ビックカメラ 港北東急Ｓ.Ｃ.店」、「コジマ×ビックカメラ 宇都宮本

店」の開店に続き、平成28年３月18日には、「コジマ×ビックカメラ 八王子高倉店」を開店する一方、ＮＥＷ青

森店等４店舗を閉店したことにより、平成28年３月末現在の店舗数は143店舗となりました。

　また、ビックカメラ流の商品選定及び店内装飾と展示手法を活用した体験提案型の売場を設けた「コジマ×ビッ

クカメラ店」は、平成27年９月以降11店舗の改装を行い、平成28年３月末現在では98店舗となり、既存店の転換に

積極的に取り組んでおります。

　以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は 1,114億41百万円（前年同期比 1.0％増）、販売費及び一般管理

費を圧縮した結果、営業利益は１億57百万円（前年同期営業損失２億２百万円）、経常損失は 48百万円（前年同

期経常損失７億64百万円）、四半期純損失は１億36百万円（前年同期四半期純損失９億26百万円）となりました。

 

(2）財政状態の分析

①　資産の部

　当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ７億24百万円減少（前事業年度末比 0.7％減）し、

1,055億17百万円となりました。主な要因は、商品の増加 46億98百万円があったものの、現金及び預金の減少

23億46百万円、売掛金の減少５億74百万円、有形固定資産の減少６億25百万円、投資有価証券の減少３億31百万

円、差入保証金の減少 12億68百万円によるものであります。

②　負債の部

　当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ３億61百万円減少（前事業年度末比 0.5％減）

し、692億93百万円となりました。主な要因は、短期借入金の増加 30億円があったものの、買掛金の減少５億38

百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少３億22百万円、リース債務の減少９億95百万円、未払金の減少４億

99百万円、長期店舗閉鎖損失引当金の減少４億82百万円、長期リース資産減損勘定の減少３億25百万円によるも

のであります。

③　純資産の部

　当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ３億62百万円減少（前事業年度末比 1.0％減）

し、362億23百万円となりました。主な要因は、四半期純損失（純資産の減少）１億36百万円、その他有価証券

評価差額金の減少２億25百万円によるものであります。
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(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期累計期間における現金及び預金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ 23億46

百万円減少し、18億77百万円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果使用した資金は 47億86百万円（前年同四半期は 78億26百万円の使用）となりました。これは主

に、減価償却費の計上９億72百万円、売上債権の減少５億74百万円があったものの、たな卸資産の増加 46億79百

万円、仕入債務の減少５億38百万円、商品保証引当金の減少２億48百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果獲得した資金は１億74百万円（前年同四半期は２億21百万円の使用）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出５億37百万円があったものの、有形固定資産の売却による収入４億75百万円、

差入保証金の返還を含むその他の収入２億36百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果獲得した資金は 22億64百万円（前年同四半期は 53億81百万円の獲得）となりました。これは主

に、長期借入金の返済による支出３億73百万円があったものの、短期借入金の増加 30億円によるものでありま

す。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,200,000

計 97,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年４月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 77,912,716 77,912,716
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 77,912,716 77,912,716 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年12月１日～

平成28年２月29日
－ 77,912,716 － 25,975 － 6,493
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（６）【大株主の状況】

  平成28年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ビックカメラ 東京都豊島区高田三丁目23番23号 39,000 50.05

小島　章利 栃木県宇都宮市 4,770 6.12

小島　金平 栃木県宇都宮市 1,935 2.48

小島　三子 栃木県宇都宮市 1,932 2.47

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,903 2.44

有限会社ケーケーワイ 栃木県宇都宮市御幸町158番16号 1,780 2.28

株式会社足利銀行 栃木県宇都宮市桜四丁目１番25号 1,171 1.50

寺﨑　佳子 栃木県宇都宮市 980 1.25

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 864 1.10

小島　久幸 栃木県宇都宮市 862 1.10

合計 － 55,199 70.84
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年２月29日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式            800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　77,903,200 779,032 －

単元未満株式 普通株式　　　　　 8,716 － －

発行済株式総数 77,912,716 － －

総株主の議決権 － 779,032 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年２月29日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社コジマ

栃木県宇都宮市星が丘

二丁目１番８号
800 － 800 0.00

計 － 800 － 800 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年12月１日から平成28

年２月29日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年９月１日から平成28年２月29日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成27年８月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年２月29日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,224 1,877

売掛金 8,225 7,650

商品 37,602 42,300

貯蔵品 209 190

前払費用 1,202 1,163

繰延税金資産 1,538 1,644

その他 2,004 1,822

貸倒引当金 △167 △173

流動資産合計 54,840 56,475

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 11,107 11,399

土地 9,439 9,103

その他（純額） 2,464 1,881

有形固定資産合計 23,011 22,385

無形固定資産   

その他 1,327 1,193

無形固定資産合計 1,327 1,193

投資その他の資産   

投資有価証券 1,447 1,115

前払年金費用 2,175 2,201

長期前払費用 1,148 1,031

繰延税金資産 5,108 5,065

差入保証金 16,789 15,520

その他 438 572

貸倒引当金 △44 △44

投資その他の資産合計 27,062 25,463

固定資産合計 51,401 49,041

資産合計 106,241 105,517
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成27年８月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年２月29日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 10,041 9,503

短期借入金 ※１ 15,500 ※１ 18,500

1年内返済予定の長期借入金 18,155 17,833

リース債務 1,612 681

未払金 3,493 2,994

未払法人税等 197 196

前受金 3,114 3,432

賞与引当金 727 631

ポイント引当金 1,441 1,447

店舗閉鎖損失引当金 149 431

資産除去債務 81 16

その他 1,274 928

流動負債合計 55,789 56,596

固定負債   

長期借入金 132 81

リース債務 1,545 1,481

長期預り金 1,694 1,696

商品保証引当金 2,464 2,215

店舗閉鎖損失引当金 2,003 1,521

資産除去債務 4,521 4,537

長期リース資産減損勘定 1,485 1,159

その他 19 3

固定負債合計 13,865 12,696

負債合計 69,655 69,293

純資産の部   

株主資本   

資本金 25,975 25,975

資本剰余金 15,913 15,913

利益剰余金 △5,979 △6,116

自己株式 △0 △0

株主資本合計 35,907 35,770

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 678 452

評価・換算差額等合計 678 452

純資産合計 36,586 36,223

負債純資産合計 106,241 105,517
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年２月28日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成27年９月１日
　至　平成28年２月29日)

売上高 110,379 111,441

売上原価 81,114 82,020

売上総利益 29,265 29,420

販売費及び一般管理費 ※ 29,467 ※ 29,262

営業利益又は営業損失（△） △202 157

営業外収益   

受取利息 60 54

受取配当金 6 7

受取手数料 76 62

店舗閉鎖損失引当金戻入額 106 -

その他 83 17

営業外収益合計 332 142

営業外費用   

支払利息 323 271

支払手数料 567 49

その他 3 27

営業外費用合計 894 348

経常損失（△） △764 △48

特別利益   

固定資産売却益 68 119

抱合せ株式消滅差益 24 -

特別利益合計 92 119

特別損失   

固定資産売却損 49 -

固定資産除却損 69 21

減損損失 - 24

リース解約損 - 29

店舗閉鎖損失引当金繰入額 - 22

特別損失合計 119 99

税引前四半期純損失（△） △791 △27

法人税、住民税及び事業税 80 66

法人税等調整額 54 42

法人税等合計 135 109

四半期純損失（△） △926 △136
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成26年９月１日
　至　平成27年２月28日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成27年９月１日
　至　平成28年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △791 △27

減価償却費 1,070 972

減損損失 - 24

賞与引当金の増減額（△は減少） △267 △96

ポイント引当金の増減額（△は減少） △14 6

商品保証引当金の増減額（△は減少） 274 △248

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △1,055 △190

前払年金費用の増減額（△は増加） △32 △25

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23 6

受取利息及び受取配当金 △67 △62

支払利息 323 271

固定資産売却損益（△は益） △18 △119

固定資産除却損 69 21

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △24 -

売上債権の増減額（△は増加） 2,130 574

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,481 △4,679

仕入債務の増減額（△は減少） 658 △538

その他 △126 △278

小計 △7,328 △4,389

利息及び配当金の受取額 10 9

利息の支払額 △345 △275

法人税等の支払額 △162 △131

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,826 △4,786

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △852 △537

有形固定資産の売却による収入 241 475

その他 389 236

投資活動によるキャッシュ・フロー △221 174

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,143 3,000

長期借入れによる収入 20,000 -

長期借入金の返済による支出 △805 △373

配当金の支払額 △311 △0

その他 △357 △361

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,381 2,264

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,666 △2,346

現金及び現金同等物の期首残高 6,459 4,224

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 34 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,826 ※ 1,877
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　（表示方法の変更）

　前事業年度において「未払費用」としていた内容の一部を、第１四半期会計期間から「未払金」として表示

しております。

　これは、親会社である株式会社ビックカメラとのシステム統合を契機に、使用する勘定科目の見直しを行っ

たことによるものであります。

　この結果、「未払金」については金額的重要性が増したため、独立掲記することとし、「未払費用」につい

ては金額的重要性が乏しくなったため、「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。

　また、この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の貸借対照表の組替を行っております。

　なお、前事業年度の「未払費用」に含まれる当該債務の金額は 3,333百万円であります。

 

　（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以降に開始する事業年度から法人

税率等が変更されることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に利用する法定実効税率は、平成28年９月１日及び平成

29年９月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については従来の32.06％から30.69％に、平

成30年９月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については32.06％から30.46％になり

ます。

　この法定実効税率の変動により、当第２四半期会計期間末の一時差異等を基礎として再計算した場合、繰延

税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 224百万円減少し、法人税等調整額（借方）が 234

百万円増加いたします。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１　貸出コミットメント

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、親会社である株式会社ビックカメラ及び取引銀行

と貸出コミットメント契約、取引銀行と当座貸越契約をそれぞれ締結しております。この契約に基づく借入

未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年８月31日）
当第２四半期会計期間
（平成28年２月29日）

貸出コミットメントの総額

及び当座貸越極度額

 

30,500百万円

 

31,000百万円

借入実行残高 15,400 18,400

差引額 15,100 12,600

 

２　偶発債務

前事業年度（平成27年８月31日）

　当社は、建設協力金返還請求権の信託譲渡に伴い減少した建設協力金の当事業年度末における未償還残

高 419百万円について、土地所有者による建設協力金返還が困難になるなどの事由が生じた場合の買戻義

務を負っております。

 

当第２四半期会計期間（平成28年２月29日）

　当社は、建設協力金返還請求権の信託譲渡に伴い減少した建設協力金の当第２四半期会計期間末におけ

る未償還残高 261百万円について、土地所有者による建設協力金返還が困難になるなどの事由が生じた場

合の買戻義務を負っております。
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（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自　平成26年９月１日

　　至　平成27年２月28日）

　当第２四半期累計期間
（自　平成27年９月１日

　　至　平成28年２月29日）

商品保証引当金繰入額 412百万円 4百万円

賞与引当金繰入額 514 631

退職給付費用 73 78

貸倒引当金繰入額 23 10

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間

（自　平成26年９月１日
至　平成27年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年９月１日
至　平成28年２月29日）

現金及び預金勘定 3,826百万円 1,877百万円

現金及び現金同等物 3,826 1,877

 

（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間（自　平成26年９月１日　至　平成27年２月28日）

１．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月25日

定時株主総会
普通株式 311 4.00 平成26年８月31日 平成26年11月26日 資本剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

　当社は、平成26年11月25日開催の定時株主総会決議に基づき、資本剰余金の額7,534百万円を繰越利益剰

余金に振り替え、欠損の填補を行いました。

　この結果、当第２四半期累計期間において資本剰余金が7,534百万円減少し、利益剰余金が7,534百万円増

加しております。

 

当第２四半期累計期間（自　平成27年９月１日　至　平成28年２月29日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社には，音響映像商品・家庭電化商品・情報通信機器商品等の物品販売業部門以外の重要なセグメントがな

いため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自　平成26年９月１日
至　平成27年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年９月１日
至　平成28年２月29日）

１株当たり四半期純損失（△） △11円90銭 △１円76銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失（△）（百万円） △926 △136

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △926 △136

普通株式の期中平均株式数（株） 77,912,069 77,911,879

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年４月13日

株式会社コジマ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 峯　　　敬　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　道之　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コジ

マの平成２７年９月１日から平成２８年８月３１日までの第５４期事業年度の第２四半期会計期間（平成２７年１２月１

日から平成２８年２月２９日まで）及び第２四半期累計期間（平成２７年９月１日から平成２８年２月２９日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コジマの平成２８年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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